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岩手県福祉サービス第三者評価の結果 

① 第三者評価機関名 

社会福祉法人 岩手県社会福祉協議会 

 

② 評価調査者研修修了番号 

○ 第 130 号 

○ SK2021025 

○ 第 64 号 

 

③ 施設・事業所情報 

施設名称: 朋友館 種別: 就労継続支援Ｂ型事業所 

代表者（職名）氏名: 館長 中村浩行 定員・利用人数: 定員 30名、 登録 38名 

所在地: 岩手県大船渡市立根町字下欠 125-14 

TEL:  0192-27-0077 ホームページ: https://www.taiyokai.or.jp/ 

【施設・事業所の概要】 

開設年月日: 平成 5年 4月 

経営法人・設置主体（法人名・理事長名等）: 社会福祉法人 大洋会  理事長 白木澤太一 

職員数 常勤職員:        9 名 非常勤職員:               名 

専門職員 

施設長        1名  

サービス管理責任者  1名  

生活支援員      2名  

職業指導員      4名  

目標工賃達成指導員  1名  

社会福祉士      1名  

  

  

施設・設備 

の概要 

事務室 多目的ホール兼食堂 

相談室 作業室 2 

休憩室  

男女更衣室  

トイレ男女別各 1  

身障用トイレ  

 

④ 理念・基本方針 

＜基本理念＞ 

ノーマライゼーション 

― 人間としての尊厳と社会連帯の思想を基本とする ― 

＜施設の基本方針＞ 

（1） 事業者が運営する指定就労継続支援Ｂ型の事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を



営むことができるよう、利用者に対して就労の機会を提供するとともに、生産活動その他の活動

の機会の提供を通じて、知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の便宜を適切かつ効果的

に行うものとする。 

（2） 事業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービス機関と連携を図り、

総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

（3） 前２項の他、関係法令等を遵守し、事業を実施するものとする。 

 

⑤ 施設・事業所の特徴的な取組（サービス内容） 

 

⑥ 第三者評価の受審状況 

評価実施期間 
令和 7 年 4 月 25 日（契約日） ～ 

令和 8 年 2 月 10 日（評価結果確定日） 

受審回数（前回の受審時期）   1 回（初回） 

 

⑦ 総 評 

◇ 特に評価の高い点 

利用者の働く力や可能性を尊重した就労支援を行い利用者のニーズに沿った工賃支給を保障して

いる。 

 利用者の就労・活動内容は、クリーニング部門、部品組立部門、パン製造部門に設定されている。

事業所を利用契約する際に、利用者の意向を確認し希望の部門での活動を設定している。利用者

個々のアセスメントと個別支援計画の内容が、就労に関する項目に重点がおかれている。利用者の

障害特性に合わせて、作業機材（滑らないシート等）の活用をしている。多様な障害特性の利用者

が就労・活動する中で、利用者間の人間関係に配慮した細やかな支援を行っている。 

利用者の工賃ニーズを重点とし、事業所の平均工賃は岩手県内の B 型事業所の平均と比べて倍

の実績であり、利用者の中には３倍の工賃を得ている利用者もいる。 

 

◇ 改善を要する点 

利用者の権利擁護に関する取組が十分ではない。 

 「虐待防止マニュアル」を整備し、定期的に虐待防止委員会を開催し、権利擁護に関する取り組

みを行っている。今年度から早期発見や防止に向けた自己チェックリスト、アンケートに取り組ん

でいる。 

 「虐待防止マニュアル」の上位規程等として、権利擁護に関する規程や要綱を整備し、事業所の

利用者の権利擁護に関する基本的な考え、虐待防止委員会、身体拘束ルール、通報や行政への報

告、届出等の規定を明記することが求められる。 

 

 

 

 

(1) 利用者及びその家族が希望する生活や心身の状況等を把握し、適切な相談や支援を行う。 

(2) 一般就労に必要な基礎体力の向上や知識、マナー等の習得を支援する。また、事業所外就労支援

(職場実習やトライアル雇用)など、一般就労に向けての支援を行う。 

(3) クリーニング・部品組立・ドン菓子製造販売・パン製造販売等の生産活動の機会を提供。 



⑧ 第三者評価結果に対する事業者のコメント 

施設としては事業開始以来初めての第三者評価受審となりました。 

職員も経験のないところで、各評価項目に対してどのような取り組みが該当するのか、戸惑い

が多かったと思います。毎日、業務におわれている中で、自分たちの強みはどこなのか、何が課

題なのかということをなかなか振り返る時間がないのは実情でした。 

今回、第三者評価を受審させていただき、その振り返りを職員皆で共有するとても良い機会に

なりました。職員個々が課題を共有することで、チーム支援の向上と職員の負担軽減になると思

われます。また、評価者の皆さんからは丁寧なヒヤリングの中で、課題解決につながる助言もあ

り、職員自身の気付きにもなったと思います。 

評価結果については、今後の何をどのように取り組んでいくか、具体的に検討しながら業務に

活かしていきたいと考えております。 

 

⑨ 第三者評価結果 

  別紙の「第三者評価結果」に記載している事項について公表する。  
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（別紙）

　第三者評価結果

評価対象　Ⅰ　福祉サービスの基本方針と組織

I-１　理念・基本方針

I-３　事業計画の策定

I-１-(1)　理念、基本方針が確立・周知されている。

朋友館受審事業所名：

I-１-(1)-①　理念、基本方針が明文化され周知が図られている。

＜コメント１＞
　法人、施設の理念、基本方針が適切に明文化されており、職員、利用者等への周知が図られている。
　法人は、ノーマライゼーションを基本理念に掲げるとともに、倫理綱領を定めている。また、理念を実現するため、４つの基本方針とその具
体的内容である４つの行動指針を明確化し、可視化して、社会・地域・利用者・職員に示すことで、役職員が同じ方向を向いて各施設の業
務につなげる取組を行っている。
　施設は、事業運営の方針、関係機関との連携、法令遵守を趣旨とした３つの基本方針を具体的に掲げている。理念等は、ホームページ
やパンフレットに掲載のほか、今年度から発行を始めた広報誌に掲載され、利用者をはじめ関係機関に周知が図られている。理念等は、
施設内での掲示のほか、４月の職員会議で周知するとともに、４月から６月まで３か月間内部研修で重点的に読み合わせを行い内容を確
認するなど、周知のための継続的な取組を行っている。

I-２　経営状況の把握

I-２-(1)　経営環境の変化等に適切に対応している。

I-２-(1)-①　事業経営をとりまく環境と経営状況が的確に把握・分析されている。

＜コメント２＞
　事業経営をとりまく環境と経営状況が把握されているが、分析が十分ではない。
　大船渡市・陸前高田市障がい者福祉計画などの各種手帳の所持者数から、就労継続支援B型事業の需要数を考えている。また、事業の
実施地域である２市１町の小・中学校の児童・生徒数の推移から、今後の就労継続支援B型事業へのつながりを考えている。コスト分析の
一つとして、人件費率について、法人の基準70％に対し、施設は58.5％であり、人員配置の柔軟な対応の検討や、利用状況を毎月把握し
ている。
　利用者数・利用者像等、福祉サービスのニーズ、潜在的利用者に関するデータなど、法人・施設が位置する地域での特徴・変化等の経営
環境や課題を具体的に把握し分析することで、事業の将来性や継続性を見通すことにつなげることが望まれる。

I-２-(1)-②　経営課題を明確にし、具体的な取り組みを進めている。

＜コメント３＞
　経営環境と経営状況の把握・分析にもとづき、取組を進めているが十分でない。
　経営状況や改善すべき課題について、①施設の職員会議等で検討され、必要に応じ、②施設長会議に挙げられ、法人全体に関わる場合
は、特定の役員で構成される③運営委員会に挙げられ、協議の上、④理事会に提案されるなど、共有がなされている。④理事会の内容
は、②施設長会議で共有され、その後、①施設の職員会議で職員に周知されている。財務状況は、全国社会福祉法人経営者協議会WEB
経営診断で分析をしている。人材確保の課題解決に向け、職員からの提案に基づき就職・転職等の人材情報サービスのサイトを活用し、
職員が主体的に取組を行っている。
　経営環境や実施する福祉サービスの内容、組織体制や設備の整備、職員体制、人材育成、財務状況等の現状分析にもとづき、具体的な
課題や問題点を明らかにすることが望まれる。

I-３-(1)　中・長期的なビジョンと計画が明確にされている。

I-３-(1)-①　中・長期的なビジョンを明確にした計画が策定されている。

＜コメント４＞
　経営や実施する福祉サービスに関する、中・長期の事業計画も中・長期の収支計画のどちらも策定していない。
　中・長期計画の策定に向け、既に策定されている法人の基本理念、倫理綱領のほか、令和７年10月８日開催の理事会において、4つの視
点をもとにした基本方針と行動指針が策定されている。
　基本方針の１番目は「支援を必要とする人に対する姿勢」、２番目は「地域に対する姿勢」、３番目は「人材に対する姿勢」、４番目は「経営
に対する姿勢」とし、基本方針、行動指針それぞれに詳細な説明が付されており、法人の内外に向けて理解を図る取組が行われている。
　経営環境等の把握・分析のために、福祉サービス第三者評価項目を参考に、法人において大区分14項目、中区分42項目、小区分211項
目に渡る「戦略課題評価シート」を作成し、全職員が課題評価に取組んでいる。
　令和８年２月又は５月に開催される理事会での中・長期計画の決定が予定されており、策定が期待される。
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I-４　福祉サービスの質の向上への組織的・計画的な取組

I-３-(2)　事業計画が適切に策定されている。

I-３-(1)-②　中・長期計画を踏まえた単年度の計画が策定されている。

＜コメント５＞
　単年度の計画は、中・長期計画を反映しているが、内容も十分ではない。
　事業計画の重点事項として、「13虐待防止に向けた体制と取り組みの抜本的見直し」や「18重点目標」等を掲げ、利用者の権利擁護、
サービスの向上、組織力の強化等を挙げている。
　一方、事業計画の内容は、「１事業の目的」から、「18重点目標」まで、18項目が記載されているが、その内、約９項目が、施設の運営規程
と内容が重複している。数値目標や具体的な成果等を設定することなどにより、実施状況の評価を行える内容とすることが望まれる。

I-４-(1)-①　福祉サービスの質の向上に向けた取組が組織的に行われ、機能している。

＜コメント８＞
　福祉サービスの質の向上に向けた取組が組織的に行われているが、十分に機能していない。
　今年度から、法人として職員に対する「虐待防止等アンケート」を実施し、不適切支援に関する内容のほか、職場環境やその他自由記載
欄を設けるなど、福祉サービスの質の向上に向けた取組が行われている。また、福祉サービス第三者評価項目を参考に、法人において大
区分14項目、中区分42項目、小区分211項目に渡る「戦略課題評価シート」を作成し、全職員が課題評価に取組んでいる。
　定められた評価基準により、組織的にＰＤＣＡサイクルにもとづく福祉サービスの質の向上に関する取組の継続が望まれる。

I-４-(1)-②　評価結果にもとづき組織として取組むべき課題を明確にし、計画的な改善策
を実施している。

＜コメント９＞
　評価結果を分析し、組織として取組むべき課題を明確にしていない。
　今年度から、法人として職員に対する「虐待防止等アンケート」を実施し、不適切支援に関する内容のほか、職場環境やその他自由記載
欄を設けるなど、福祉サービスの質の向上に向けた取組が行われている。また、今年度初めて福祉サービス第三者評価を受審している。
　アンケート結果や福祉サービス第三者評価結果の分析、課題の明確化と職員間の共有、職員の参画による改善策の策定等が求められ
る。

I-４-(1)　質の向上に向けた取組が組織的・計画的に行われている。

I-３-(2)-①　事業計画の策定と実施状況の把握や評価・見直しが組織的に行われ、職員
が理解している。

＜コメント６＞
　事業計画が職員等の参画のもとで策定されているが、実施状況の把握や評価・見直し、または、職員の理解が十分ではない。
　施設の重点目標は、７月から９月まで毎月１回開催される内部研修で確認するとともに各職員が意見を述べており、職員の参画のもとで
事業計画が策定されている。また、職員会議で周知され、理解を促すための取組が行われている。
　一方、事業計画の内容は、「１事業の目的」から、「18重点目標」まで、18項目が記載されているが、その内、約５項目が、前年度と同じ内
容である。あらかじめ定められた時期、手順にもとづいて評価されるとともに、評価の結果にもとづいて次年度の事業計画に反映されること
が望まれる。

I-３-(2)-②　事業計画は、利用者等に周知され、理解を促している。

＜コメント７＞
　事業計画を利用者等に周知しているが、内容の理解を促すための取組が十分ではない。
　事業計画の中の、行事計画内容と予算は、利用者自治会役員会で検討され、自治会総会で決定、資料の配布と説明が行われている。今
年度から発行された施設広報誌で運営方針と重点事項が周知されており、今後、広報誌にルビや下線をつけるなど、利用者がより理解し
やすいような工夫が検討されている。
　事業計画の主な内容は、利用者や家族への周知のほか、法人の基本方針の一つである「地域に対する姿勢」に記載されている「地域に
おける公益的な取り組みの推進、信頼と協力を得るための情報発信」にもとづき、地域への周知と内容の理解を促すための取組が望まれ
る。
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14 ｂII-２-(1)-①　必要な福祉人材の確保・定着等に関する具体的な計画が確立し、取組が実
施されている。

＜コメント14＞
　組織が目標とする福祉サービスの質を確保するため、必要な福祉人材や人員体制に関する具体的な計画が確立しているが、それにもと
づいた取組が十分ではない。
　基本理念及び倫理綱領にもとづき、基本方針と行動指針が策定され、基本方針の３番目に「人材に対する姿勢」が示されている。人材に
対する姿勢には４つの行動指針があり、①人材マネジメントの推進、②人材の採用に向けた組織の強化、③人材の定着に向けた取組の強
化、④人材の育成が定められている。
　人材確保と育成のため、今年度からリクルート大手の会社と新たに契約し、法人採用チームを立ち上げ、新規採用に向けた取組みに着
手している。さらに、資格取得助成制度と資格手当の支給を行っている。
　なお、計画の内容は、組織を適切に機能させるために必要な人数や、体制、あるいは常勤職員と非常勤職員の比率のほか、社会福祉
士、精神保健福祉士、介護福祉士等の福祉サービスの提供に関わる専門職（有資格職員）である福祉人材の配置や確保等についても具
体的な計画となっていることが望まれる。

＜コメント12＞
　管理者は、実施する福祉サービスの質の向上に意欲をもち、組織としての取組に十分な指導力を発揮している。
　館長は、事業報告の作成を総括し、評価・分析を行っている。また、業務の改善を含む虐待防止アンケートの実施、毎月開催する職員会
議、支援会議において課題を把握しており、前年度の課題の一つとして「不適切な支援」を挙げている。課題の改善に向け、館長自らが法
人内の他の施設長と協力、調査し、今年度からオンライン研修を導入している。研修プログラムは、館長自らが事前に視聴し今年度の重点
内容を設定し、職員の受講状況やコメント内容は、館長が把握している。
　職員の個別面談等をとおして、職員の強みや適応を考慮した業務分担を提案するなど、福祉サービスの質の向上に意欲をもち、指導力
を発揮している。

II-１-(2)-②　経営の改善や業務の実効性を高める取組に指導力を発揮している。

＜コメント13＞
　管理者は、経営の改善や業務の実効性を高める取組に指導力を発揮しているが、十分ではない。
　館長は、人事・労務管理について、定期的にタイムカードデータ、時間外勤務、有給休暇の取得状況を把握している。また、今年度から、
職員の個別面談を実施し、職員の意向把握に努めている。
　館長は、就労支援作業の繁忙期、受注量等を把握、分析し、時間外勤務によらない遅出勤務を検討するなど職員の働きやすい環境整
備、経営の改善や業務の実効性を高める取組を始めており、継続的な取組が期待される。

II-２　福祉人材の確保・育成

II-２-(1)　福祉人材の確保・育成計画、人事管理の体制が整備されている。

II-１-(1)-②　遵守すべき法令等を正しく理解するための取組を行っている。

＜コメント11＞
　管理者は、遵守すべき法令等を正しく理解するために積極的な取組を行っている。
　館長は、社会福祉士資格の取得をとおして、社会福祉士の倫理綱領の理解と実践に努めている。また、自ら率先して社会福祉施設長資
格認定講習課程を受講し、経営や環境への配慮等幅広い分野について遵守すべき法令等を把握する取組を行っている。４月～６月の内
部研修では、法人の基本理念、倫理綱領、基本方針、行動指針を自ら説明するほか、７月～９月の内部研修では、施設の事業計画、重点
事項、短期目標の読み合わせを行い、職員一人ひとりからの意見発表を促すなど、館長の役割が発揮されている。

II-１-(2)　管理者のリーダーシップが発揮されている。

II-１-(2)-①　福祉サービスの質の向上に意欲をもち、その取組に指導力を発揮している。

＜コメント10＞
　管理者は、自らの役割と責任を職員に対して明らかにし、理解されるよう積極的に取り組んでいる。
　館長は、４月に着任し、施設の経営・管理に関する方針、事業計画、職員体制、業務分担等を前任者から引継ぎ理解のうえ、自らの責務
として職員会議や内部研修で役割と責任を表明している。自然災害発生時における業務継続計画において、管理者の役割と責任が定めら
れているほか、管理者が不在の場合の代替者を①係長、②主任と明確化されている。
　また、広報誌において、利用者の希望する生活に寄り添うための個別支援計画の作成、安全に安心して施設利用ができるよう、館長の役
割と責任を利用者や家族に対して表明するなど積極的に取り組んでいる。

評価対象　II　組織の運営管理

II-１　管理者の責任とリーダーシップ

II-１-(1)　管理者の責任が明確にされている。

II-１-(1)-①　管理者は、自らの役割と責任を職員に対して表明し理解を図っている。
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II-２-(3)-②　職員の教育・研修に関する基本方針や計画が策定され、教育・研修が実施
されている。

＜コメント18＞
　組織として職員の教育・研修に関する基本方針や計画が策定されていない。
　法人は、 ４つの基本方針を期待する職員像として示している。職員に必要とされる専門技術や専門資格は、給与規程別表２「職務と職責
並びに昇任基準」において等級ごとに明示されている。今年度からオンライン研修を導入し具体的な知識・技術の獲得に取組んでいる。
　教育・研修計画は、事業計画の「10研修会・諸会議」に記載されているが十分ではない。年度ごとに関連性・継続性のない研修の開催や
外部研修への参加、あるいは職員の希望だけを尊重した研修計画は、福祉サービスの向上に対する取組の一環と位置づけることはできな
い。組織として目的を明確にし、体系化された研修計画を策定することが求められる。

II-２-(3)-③　職員一人ひとりの教育・研修の機会が確保されている。

＜コメント19＞
　職員一人ひとりについて、教育・研修の機会が確保されているが、参加等が十分ではない。
　「職員実態調査書」により専門資格の取得状況等が把握されている。新人職員研修プログラムは、基本研修８講座、就労継続支援事業３
講座が設定されている。
　エルダー・メンター制度を導入し、業務分担では担当複数制を実施し業務現場で先輩職員からＯＪＴが日常的に行われている。職員間で
学びあう機会として、「虐待防止・権利擁護研修」や「食中毒予防３原則」について、伝達研修が実施されている。研修案内等の情報は、職
員全員に回覧され周知されている。
　階層別研修、職種別研修、テーマ別研修等の機会を確保し、職員の職務や必要とする知識・技術水準に応じた教育・研修が実施されるこ
とが望まれる。また、個別的なOJTによる結果の評価など、習熟度の把握等が望まれる。

II-２-(2)-①　職員の就業状況や意向を把握し、働きやすい職場づくりに取組んでいる。

＜コメント16＞
　職員の就業状況や意向を定期的に把握する仕組みはあるが、改善する仕組みの構築が十分ではない。
　職員の勤怠状況は、タイムカードにより施設長が毎月10日ごとに確認するとともに、有給休暇の取得状況や時間外労働のデータを定期
的に確認するなど、職員の就業状況を把握している。月の時間外労働が10時間を超える場合は、法人本部に報告し組織的な改善を図って
いる。
　厚生労働省のサイトを活用し、ストレスチェックを年1回以上行うほか、ハラスメント窓口を施設長と法人本部に設けるなど、心身の健康と
安全の確保に努めている。「職員実態調査書」と個別面談により、職員の子育てや介護の状況、目指す資格などを把握するとともに、年間
の有休日数を104日から118日に増やすなど、ワーク・ライフ・バランスに配慮した職場環境の取組が行われている。
　リクルート大手の会社と新たに契約し、法人採用チームを立ち上げ、新規採用に向けた取組と組織の魅力を高める取組を行っている。
　働きやすい職場づくりに向けて、福祉人材や人員体制に関する具体的な計画に反映するなどの取組が望まれる。

II-２-(3)　職員の質の向上に向けた体制が確立されている。

II-２-(3)-①　職員一人ひとりの育成に向けた取組を行っている。

＜コメント17＞
　職員一人ひとりの育成に向けた目標管理等が行われていない。
　法人は、４つの基本方針を期待する職員像として明確に示し、４つの姿勢には更に詳細な説明を付し職員等に周知されている。施設の目
標方針は、内部研修で共有され、職員一人ひとりの目標は、個別面談などを活用し口頭で確認されている。
　職員の目標の設定にあたっては、法人、施設、チームの目標と整合性を保つとともに、当該職員に期待するレベル、内容にふさわしいも
のである必要があり、職員一人ひとりと面接を通じたコミュニケーションが重要である。中間段階には進捗状況の確認、期末には評価と振り
返りのための目標達成度の確認等を行うことが求められる。

II-２-(1)-②　総合的な人事管理が行われている。

＜コメント15＞
　総合的な人事管理に関する取組が十分ではない。
　法人は、４つの基本方針「支援を必要とする人に対する姿勢」、「地域に対する姿勢」、「人材に対する姿勢」、「経営に対する姿勢」を期待
する職員像として掲げており、４つの姿勢には更に詳細な説明を付し職員等に周知されている。
　昇格等については、給与規程別表2「職務と職責並びに昇任基準」に明確に定められ、職員等に周知されている。職員評価は、行動評価
表（一般職新人13項目、一般職16項目、主任13項目）により、自己評価、第一次評価、施設長評価の三段階評価が実施されている。職員
の意向は施設長による個別面談等において把握されている。
　自己評価の取組を毎年実施することにより、職員自身が今の自分の位置を見える化できる一方、評価結果を本人にフィードバックするな
ど、職員の意向・意見や評価・分析にもとづき、改善策を検討・実施することが望まれる。

II-２-(2)　職員の就業状況に配慮がなされている。
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＜コメント21＞
　福祉施設・事業所の事業や財務等に関する情報を公表しているが、方法や内容が十分ではない。
　ホームページ等の活用により、法人の基本理念、倫理綱領、基本方針、行動指針、事業計画、事業報告、予算、決算、施設が提供する
サービスの内容、運営方針、重点事項等の情報が適切に公開されている。
　今年度策定された施設の　「苦情解決マニュアル」では、年１回以上、苦情の件数を広報誌・ＨＰ等で公表するとされているが公表されて
いない。意見箱は、令和７年７月から設置され、また、ヒヤリハットの実績はない。
　福祉サービスを実施する施設に対する、利用者や家族等、そして地域の理解を深めていくためには、第三者評価の受審や苦情・相談内
容の公表などの福祉サービスの質の向上に関わる取組をはじめ、各施設の特色ある実践・活動を主体的に提示していくことが望まれる。

II-３-(1)-②　公正かつ透明性の高い適正な経営・運営のための取組が行われている。

＜コメント22＞
　公正かつ透明性の高い適正な経営・運営のための取組が行われている。
　「社会福祉法人大洋会経理規程」により、経理に関すルールが定められており、更に「施設整備・物品購入・修繕契約マニュアル　令和６
年３月版」が定められている。権限と責任については、専決者及び専決事項一覧に定められ、それぞれ職員等に周知されている。
　事務、経理、取引等についての内部監査は、出納調査年４回、決算監査年１回、計５回実施されているほか、令和６年12月には、岩手県
による法人指導監査が実施されている。財務を中心に、外部の会計事務所と顧問契約を締結し、①会計処理について直接担当者が指導
を得る。②決算書の確認を得る。③法人本部において経営面のアドバイスを得るなど監査支援と経営改善が実施されている。

II-４-(1)-①　利用者と地域との交流を広げるための取組を行っている。

＜コメント23＞
　利用者と地域との交流を広げるための地域への働きかけを行っているが、十分ではない。
　地域との関わり方について、法人の基本方針「地域に対する姿勢」として「地域と共に歩み誰もが生き生きと生活できる社会を目指しま
す。」と文書化するとともに、詳細な説明を付し、職員等に周知されている。
　令和７年度気仙地区障がい者作品展やいわてアールブリュット巡回展のポスターを掲示し、利用者が実際に観覧している。自治会と共催
で、利用者の希望を取入れ、お花見会、スタミナ食事会、日帰り旅行＆ショッピング、いちご狩りなど、地域に出かけ地域住民と交流する機
会を定期的に設けている。
　利用者の買い物や通院等日常的な活動については、定型的でなく個々の利用者のニーズに応じて、地域における社会資源を利用できる
よう、さらなる情報提供や支援を行うことが望まれる。

II-４　地域との交流、地域貢献

II-４-(1)　地域との関係が適切に確保されている。

II-２-(4)-①　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成について体制を整備
し、積極的な取組をしている。

＜コメント20＞
　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成について体制を整備してはいるが、効果的な育成プログラムが用意されていない
など、積極的な取組には至っていない。
　令和５年度、保育士資格取得のための福祉施設実習を１名10日間受け入れ、学校側と、実習内容について連携して整備するとともに、実
習期間中においても継続的な連携を図っている。
　実習生等の受入れ体制の整備については、受入れに関するマニュアルの作成が求められる。マニュアルには、受入れについての連絡窓
口、利用者や家族等への事前説明、職員への事前説明、実習生等に対するオリエンテーションの実施方法等の項目が記載されている必
要がある。
　さらに効果的な研修・育成のためには、①実習（教育・研修）内容全般を計画的に学べるようなプログラムを策定する、②実施状況に関す
る連絡等についての学校等（教育・研修の実施主体・派遣機関等）との連携を強めるための取組を行う、③実習生等の目的や職種等に考
慮したプログラムを用意する、④これらが職員に周知され共有されるなどの取組が望まれる。

II-３　運営の透明性の確保

II-３-(1)　運営の透明性を確保するための取組が行われている。

II-３-(1)-①　運営の透明性を確保するための情報公開が行われている。

II-２-(4)　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成が適切に行われている。
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評価対象　III　適切な福祉サービスの実施

III-１　利用者本位の福祉サービス

III-１-(1)　利用者を尊重する姿勢が明示されている。

III-１-(1)-①　利用者を尊重した福祉サービス提供について共通の理解をもつための取
組を行っている。

＜コメント28＞
  利用者を尊重した福祉サービス提供についての基本姿勢は明示されているが、組織内で共通の理解をもつための取組は行っていない。
　法人の理念「ノーマライゼーション」や倫理綱領を明示するとともに、４つの基本方針、行動指針を掲げ、内部研修で理念・運営方針重点
事項の読み合せを行っている。
　また４月には「利用者への接し方マニュアル」を用いて館長より基本的な対応について周知するとともに、法人の虐待防止委員会による虐
待防止研修、オンラインによる「障がい者虐待防止について」の講座への全職員参加、代表職員による県主催の虐待防止研修への参加が
行なわれている。
　しかしながら、各研修、虐待防止チェックリスト、アンケート等は職員個人にとどまっており組織内での共通の理解をもつための話し合う機
会の取り組みまでには至っていない。今後は、研修に参加した職員による伝達研修の開催など、組織内で利用者を尊重する姿勢について
意識向上を図る取り組みが期待される。

II-４-(３)　地域の福祉向上のための取組を行っている。

II-４-(3)-①　地域の福祉ニーズ等を把握するための取組が行われている。

＜コメント26＞
　地域の具体的な福祉ニーズ・生活課題等を把握するための取組を積極的に行っている。
　特別支援学校が主催する気仙圏域ネットワーク会議への出席、気仙地域障がい者自立支援協議会就労部会への参画、大船渡市ボラン
ティア連絡会への加盟、総会及びボランティアフェスティバル実行委員会への出席、他法人の高齢者施設や特別支援学校が参加している
福祉の里運営協議会への出席等をとおして、積極的に地域の具体的な福祉ニーズ・生活課題等を把握するための取組を行っている。

II-４-(3)-②　地域の福祉ニーズ等にもとづく公益的な事業・活動が行われている。

＜コメント27＞
　把握した地域の具体的な福祉ニーズ等にもとづく公益的な事業・活動が十分ではない。
　施設は、地域の防災対策や災害時の福祉避難所として大船渡市の指定を受けている。法人では、岩手県災害派遣福祉チーム員の登録
に協力し公益的な事業・活動を行っている。
　令和７年２月発生した大船渡市林野火災では、施設で製造しているパンを提供するなど地域貢献に取組むほか、ドン菓子やパンの製造、
販売をとおして地域店舗の活性化に協力している。令和７年10月開催されたボランティアフェスティバルでは、子どもたちによる車椅子バス
ケットボール体験をとおして、障がいの理解や共生社会の実現に向けた取組を行っている。
　把握した福祉ニーズ等にもとづいた具体的な事業・活動は、施設において地域の福祉ニーズ等や事業・活動の目的を共有し、継続的か
つ効果的に取組を実施するため、事業計画等に明示することが望まれる。

II-４-(1)-②　ボランティア等の受入れに対する基本姿勢を明確にし体制を確立している。

＜コメント24＞
　ボランティア等の受入れに対する基本姿勢が明示されているが、受入れについての体制が十分に整備されていない。
　今年度、「ボランティア受け入れマニュアル」を全面改正し、目的にボランティア受入れに関する基本姿勢を明文化するとともに、ボランティ
アの定義、ボランティア受入担当、ボランティアの内容、ボランティアの受入手順、ボランティア登録カードを規定し整備している。
　施設は、社会福祉に関する知識と専門性を有する地域の社会資源として、地域の学校教育施設や体験教室の学習（小学校の職場見学、
中学校の職場体験、高校のインターンシップ）等への協力がその役割の一つとして考えられる。現在、ボランティアの受入れ実績がないこと
から、地域の学校教育等への協力について基本姿勢を明文化するなど学校教育への協力が望まれる。

II-４-(2)　関係機関との連携が確保されている。

II-４-(2)-①　福祉施設・事業所として必要な社会資源を明確にし、関係機関等との連携
が適切に行われている。

＜コメント25＞
　利用者によりよい福祉サービスを提供するために必要となる、関係機関・団体の機能や連絡方法を体系的に把握しているが、その関係機
関等との連携が十分ではない。
　「大船渡市内医療機関一覧」、「気仙管内障害福祉サービス事業所一覧（令和６年10月１日現在）」のほか、相談支援事業所、福祉事務
所、公共職業安定所、病院、学校、他の事業所等のリストが作成されているが、個々の利用者の状況に対応できる社会資源として整理が
望まれる。
　また、気仙地域障がい者自立支援協議会就労部会に参画し、令和７年７月16日開催された就労部会第２回定例会において、障がい者雇
用に関する課題の共有、障がい者就業・生活支援センターの理解促進、雇用失業情勢の共有、部会の取組など課題解決に向けて協働で
具体的な取組を行っている。ただし、就労継続支援B型については、部会内で検討したい課題の提案がないことなど、積極的な問題提起が
望まれる。
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29 ｂ

第三者評価結果

30 ｂ

31 ｂ

32 ｂ

第三者評価結果

33 ｃIII-１-(3)-①　利用者満足の向上を目的とする仕組みを整備し、取組を行っている。

＜コメント33＞
　利用者満足を把握するための仕組みが整備されていない。
　利用者アンケートは行われておらず、現在は支援計画の見直しのモニタリングでの面談において、利用者の満足について聞き取りを行っ
ている現状である。
　今後は、利用者の自治会があることから、総会などの機会にアンケート調査や意見箱による意見の報告を行うなど、利用者の満足を向上
する仕組みが求められる。

III-１-(2)-②　福祉サービスの開始・変更にあたり利用者等にわかりやすく説明している。

＜コメント31＞
　福祉サービス開始・変更時の同意を得るにあたり、組織が定める様式にもとづき利用者や家族等に説明を行っているが、十分ではない。
　利用者に対する接し方マニュアルや入所マニュアルに基づき、サービス開始・変更時の説明と同意を行い、利用者の自己決定を尊重し、
福祉サービスを実施している。
　しかし、利用者の同意を得るまでの経過の記録は、日常の日誌記録にとどまっており、個別に管理するなどの工夫が求められる。また、
重要事項説明書はルビは振られているが、そのことにより文字が小さく見ずらいなど、利用者がわかりやすいように工夫や配慮した資料と
しては十分ではない。今後、意思決定が困難な利用者（盲・聾・知的・発達障がい者等）への接し方マニュアルの見直しの機会に併せて充
実していくことが期待される。

III-１-(2)-③　福祉施設・事業所の変更や家庭への移行等にあたり福祉サービスの継続
性に配慮した対応を行っている。

＜コメント32＞
　福祉サービスの内容や福祉施設・事業所の変更、地域・家庭への移行等にあたり福祉サービスの継続性に配慮しているが、十分ではな
い。
　入所・退所マニュアルのほか、利用者の事業所変更や家庭への移行等の際は、自立支援協議会等による顔見知りの関係をもとに福祉
サービスの継続性に配慮している。現在まで他事業所への移行は、本人希望による１件であり、その際は、本人への個別面談で対応して
いる。また、退所した利用者へのアフターケア担当者を業務分担上明らかにしている。
　しかし事業所の変更や移行の際の、福祉サービスの継続性に配慮した手順は定めておらず、引継ぎ文書についても定めていない。今
後、関係機関との連携のもと、管内で統一して活用できる様式等の作成が望まれる。

III-１-(3)　利用者満足の向上に努めている。

III-１-(1)-②　利用者のプライバシー保護に配慮した福祉サービス提供が行われている。

＜コメント29＞
　利用者のプライバシー保護に関する規程・マニュアル等を整備しているが、利用者のプライバシーに配慮した福祉サービス提供が十分で
はない。
　個人情報管理規程を整備し、個人情報保護に対する基本方針を明記し、入職時にはプライバシー保護に関する研修を行っている。利用
者や家族には、重要事項説明書に個人情報の保護の条文を設け、利用契約時に説明を行っている。
　利用者の更衣室は、廊下を挟んで男女別とし、個人ロッカーが設置されている。
　しかし、プライバシー保護に関する職員への研修の機会は、新入職員研修の機会にとどまっており、職員全体としての研修が行われその
理解が図られているとはいえない。今後さらなる職員への理解を図る取り組みが期待される。

III-１-(2)　福祉サービスの提供に関する説明と同意（自己決定）が適切に行われている。

III-１-(2)-①　利用希望者に対して福祉サービス選択に必要な情報を積極的に提供して
いる。

＜コメント30＞
　利用希望者が福祉サービスを選択するために必要な情報を提供しているが、十分ではない。
　法人のホームページに基本理念、倫理綱領、基本方針が記載され、その中に事業所のサービス目的、運営方針、事業の内容が記載され
ている。また、パンフレットには、サービスの種類や授産活動が写真により説明されている。
　しかしながら、事業所のパンフレットの提供は、実習生の受け入れ場面や見学希望者、体験入所利用者などにとどまり、一部の提供に
なっており公共施設等には置かれていない。また、パンフレットの見直し、更新も行われいない。今後さらに利用者にとってわかりやすく、情
報を簡単に入手できるような取組が期待される。
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第三者評価結果

34 ｃ

35 ｃ

36 ｂ

第三者評価結果

37 ｂ

38 ｂ

39 ｂ
＜コメント39＞
　地震、津波、豪雨、大雪等の災害に対して、利用者の安全確保のための取組を行っているが、十分ではない。
　自然災害発生時における業務継続計画に基づき、災害時の対応が図られている。また、災害時備蓄購入リストを整備し、飲料水や非常
食等の確認、購入・更新を行っている。
　しかし、消防訓練は行われているが、訓練における問題点の把握や見直しは行われていない。また、地元自治会や市役所・警察等との連
携体制が確立されていないことから、自然災害発生時における業務継続計画の見直しにおいては、自治会等との連携体制の構築が求め
られる。

III-１-(5)-①　安心・安全な自然災害対策ＢＣＰが構築されている。

＜コメント37＞
　リスクマネジメント体制を構築しているが、利用者の安心と安全を脅かす事例の収集や要因分析と対応策の検討・実施が十分ではない。
　自然災害発生時における業務継続計画において、責任者及び体制は明記され周知共有はされている。
　しかし、ヒヤリハット報告や事故報告等の事例収集は実施されていない。そのため利用者の安心と安全を脅かす要因分析と改善策・再発
防止の検討には至っていない。職員全員でのヒヤリハット報告・事故報告の収集を行い、改善策や再発防止策を検討・実施する等の取組
が求められる。

III-１-(5)-②　感染症の予防や発生時における利用者の安全確保のための体制を整備
し、取組を行っている。

＜コメント38＞
　感染症の予防策が講じられ、発生時等の緊急時の利用者の安全確保について組織として体制を整備しているが、取組が十分ではない。
　感染症・食中毒の予防・まん延防止のための基本的指針において責任と分担体制が明記され、その予防と発生時の対応マニュアルを職
員に周知している。また、食中毒に関する研修会を行っている。
　しかし、感染症対応マニュアルの定期的な見直は行われていない。今後医療機関との連携に基づく定期的な評価・見直しが求められる。

III-１-(5)-③　災害時における利用者の安全確保のための取組を組織的に行っている。

III-１-(4)-②　利用者が相談や意見を述べやすい環境を整備し、利用者等に周知してい
る。

＜コメント35＞
　利用者が相談したり意見を述べたい時に、方法や相手を選択できない。
　苦情解決責任者、苦情受付担当者、第三者委員について、施設内に掲示されている。また、朋友館通信（広報）で利用者、家族に周知さ
れている。意見箱は男女各更衣室に設置されている。相談室は、事務室奥の部屋を相談室として利用し、他の利用者から聞こえないよう配
慮している。
　しかし、苦情の申し出はないことから、利用者や家族が意見を述べやすい状況とは言えない。今後、意見を述べやすい仕組みの整備や
日常的な声がけによる周知など、さらなる積極的な取組が求められる。

III-１-(4)-③　利用者からの相談や意見に対して、組織的かつ迅速に対応している。

＜コメント36＞
　利用者からの相談や意見を把握しているが、対応が十分ではない。
　利用者からの気付きや意見は、毎日の朝礼・終礼や作業部門ごとの打ち合わせで発言の機会があり、そこでの発言内容に迅速に対応し
ている。また、自治会の役員会・総会、モニタリング時の面談の機会にリクエストがあればその都度対応している。
　しかし、男女更衣室にそれぞれ意見箱を設置しているが意見は寄せられていない。またアンケートも実施されていない。そのため意見にも
とづくサービスの質の向上に向けた取り組みや定期的な見直しに至っていない。利用者が、相談しやすく意見を述べやすい体制づくりに努
めてはいるが、今後さらに対応マニュアルを策定するなど、適切な相談対応と意見の傾聴に努めていくことが期待される。

III-１-(5)　安心・安全な福祉サービスの提供のための組織的な取組が行われている。

III-１-(4)　利用者が意見等を述べやすい体制が確保されている。

III-１-(4)-①　苦情解決の仕組みが確立しており、周知・機能している。

＜コメント34＞
　苦情解決の仕組みが確立され利用者等に周知する取組が行われているが、十分に機能していない。
　苦情解決マニュアルに基づいて、苦情解決の体制（苦情解決責任者、苦情受付担当者、第三者委員、苦情解決の流れ）が整備され、施
設内に掲示されている。また、苦情受付窓口、第三者委員は朋友館通信（広報）で利用者、家族に周知されている。意見箱は男女各更衣
室に設置されている。
　しかし、苦情等の申し出はないことから、利用者や家族が苦情を表明しやすい状況とはいえない。また第三者委員は、施設職員のOBが
任命されている。第三者委員には、密室性の排除と社会性・客観性の確保、利用者の立場に立った苦情解決の援助が求められることか
ら、第三者委員の選任方法、さらに苦情があった場合の体制の構築と公表の仕組みの検討が求められる。
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第三者評価結果

40 ｂ

41 ｃ

第三者評価結果

42 ｂ

43 ｂ

第三者評価結果

44 ｂ

45 ｂ

III-２-(3)-①　利用者に関する福祉サービス実施状況の記録が適切に行われ、職員間で
共有化されている。

＜コメント44＞
　利用者一人ひとりの福祉サービス実施計画の実施状況が記録されているが、職員間での共有化が十分ではない。
　パソコンによる共通ソフトを使用し、職員に各自配置されているパソコンによりサービスの実施日誌、モニタリング記録、ケース会議録は回
覧で職員間で共有されている。また、日々の連絡事項は毎朝の業務ミーティングで情報共有している。
　しかし、職員の記録内容や書き方について、差異が生じないような記録要領の作成や指導は行われていないため、引継ぎや申送りを含
めた取組みの工夫が望まれる。

III-２-(3)-②　利用者に関する記録の管理体制が確立している。

＜コメント45＞
　利用者に関する記録の管理について規程が定められ管理が行われているが、十分ではない。
　法人として個人情報取扱規定や文書管理規定が定められているほか、朋友館運営規程により従事者の研修方法や個人情報の保護を明
示している。
　今後さらに、内部通報に関する規程や、情報開示をもとめられた際の情報開示の範囲やその対応方法等についての検討が望まれる。

III-２-(2)-②　定期的に個別支援計画の評価・見直しを行っている。

＜コメント43＞
　福祉サービス実施計画について、実施状況の評価と計画の見直しに関する手順を組織として定めて実施しているが、十分ではない。
　利用契約書に評価・見直しについて明示し、個別支援計画策定マニュアルにおいて見直しを行っている。また策定マニュアルにより職員
に周知されている。
　しかし、福祉サービスを十分に提供するためのニーズの把握や、質の向上に関わる課題を明確するため、福祉サービス実施計画の緊急
変更に対応する仕組みや質の向上に関わる見直しが望まれる。

III-２-(3)　福祉サービス実施の記録が適切に行われている。

III-２-(1)-②　標準的な実施方法について見直しをする仕組みが確立している。

＜コメント41＞
　標準的な実施方法について、組織的な検証・見直しの仕組みを定めず、定期的な検証をしていない。
　サービス提供マニュアルにおいて年1回以上の点検見直しを行うとしているが、定期的に行われていない。そのため検証・見直しにあた
り、職員や利用者等からの意見や提案が反映されていない。
　今後は定期的に現状を検証し、必要な見直しの仕組みを定め、個別的な福祉サービス実施計画が反映できるよう、PDCAサイクルによる
継続的な質に関する検討が求められる。

III-２-(2)　適切なアセスメントにより福祉サービス実施計画が策定されている。

III-２-(2)-①　アセスメントにもとづく個別支援計画を適切に策定している。

＜コメント42＞
　利用者一人ひとりの福祉サービス実施計画を策定するための体制が確立しているが、取組が十分ではない。
　法人ネットワークシステムの構築でパソコンによるアセスメント様式を共通で使用し、全職員による支援会議でアセスメント内容を協議して
いる。また、個別支援計画策定マニュアルに基づき、個別支援計画は6か月ごとにモニタリングが行われている。支援困難ケースへの対応
はない。
　しかし、パソコンに導入されているアセスメントシートは見直しが行われておらず、不要と思われるアセスメント項目も見受けられ、個別支
援計画に一人ひとりの利用者の意向が十分反映されているとはいえない。さらに利用者の意向が反映できる、アセスメン項目やモニタリン
グ様式の検討が望まれる。

III-２　福祉サービスの質の確保

III-２-(1)　提供する福祉サービスの標準的な実施方法が確立している。

III-２-(1)-①　提供する福祉サービスについて標準的な実施方法が文書化され福祉サー
ビスが提供されている。

＜コメント40＞
　提供する福祉サービスについて、標準的な実施方法が文書化されているが、それにもとづいた福祉サービスの実施が十分ではない。
　サービス提供マニュアルを作成し、職員の標準的な福祉サービスの提供を文書化している。また、利用者の尊重やプライバシーの保護、
権利擁護については、内部研修会や職員会議で実施さている。
　今後さらに、支援計画との関係性やマニュアルにもとづいて実施されているかの振り返りが期待される。
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第三者評価結果

A1 ｂ

第三者評価結果

A2 ｃ

第三者評価結果

A3 ｂ

A4 ａ

A5 ｂＡ-２-(1)-③　利用者の意思を尊重する支援としての相談等を適切に行っている。

＜コメント５＞
　利用者の意思を尊重する支援としての相談等を行っているが、十分ではない。
　日々の作業や活動場面において相談に応じている。また、関係機関や家族と連携しながら 情報提供や意思決定の支援を行っている。
サービス管理責任者等と関係職員による検討と理解・共有の取組は、毎月のケース会議で行っている。
　意思決定支援の適切な取り組みとして、事業所における意思決定支援の基本的な考え方や標準的な方法を設定することが望まれる。

＜コメント３＞
　利用者の自律・自立生活のための支援を行っているが、十分ではない。
　利用者の全体を把握し理解する取り組みは、アセスメント項目に①生活基盤②健康・身体③日常生活活動④コミュニケーション⑤社会生
活技能⑥社会参加⑦就労⑧家族支援を設定し、情報収集している。
　グループホームから通所する利用者は、グループホーム担当者と情報を共有している。行政手続きが単独で困難な利用者は、本人の同
意でサポートや代行を行っている。
　アセスメントと個別支援計画の内容が、就労に関する項目に重点がおかれ、他のアセスメント項目も精査し、利用者の全体的な自律・自
立の視点で取り組むことが望まれる。

Ａ-２-(1)-②　利用者の心身の状況に応じたコミュニケーション手段の確保と必要な支援
を行っている。

＜コメント４＞
　利用者の心身の状況に応じたコミュニケーション手段の確保と必要な支援を行っている。
　聴覚に障害のある利用者へのコミュニケーションの配慮や工夫は、マジックボードを活用して行っている。言語を発することが困難な利用
者への工夫は、ジェスチャーや筆談を用いて行っている。 コミュニケーション能力を高めるために、利用者に応じて一日の出来事を報告す
る機会を設けている。日々の作業での支援、行事等での支援において、写真で撮影し映像での説明も行っている。

Ａ-１-(2)-①　利用者の権利擁護に関する取組が徹底されている。

＜コメント２＞
　利用者の権利擁護に関する取組が十分ではない。
　「虐待防止マニュアル」を整備し、定期的に虐待防止委員会を開催し、権利擁護に関する取組を行っている。今年度から早期発見や防止
に向けた自己チェックリスト、アンケートに取り組んでいる。
　「虐待防止マニュアル」の上位規程等として、権利擁護に関する規程や要綱を整備し、事業所の利用者の権利擁護に関する基本的な考
え、虐待防止委員会、身体拘束ルール、通報や行政への報告、届出等の規定を明記することが求められる。

Ａ-２  生活支援

A-２-(1)　支援の基本

Ａ-２-(1)-①　利用者の自律・自立生活のための支援を行っている。

Ａ-１  利用者の尊重と権利擁護

A-１-(1)　自己決定の尊重

Ａ-１-(1)-①　利用者の自己決定を尊重した個別支援と取組を行っている。

＜コメント１＞
  利用者の自己決定を尊重した個別支援と取組を行っているが、十分ではない。
  利用者の自己決定の尊重は、個別支援計画の作成において、本人の意向を基本として作成されている。日々の取り組みにおいては、作
業内容の選択、弁当注文や昼食メニュの選択において、自己決定を基本としている。事業所の利用者同士の約束やルールは、自治会定
例役員会と総会で話し合いをしている。利用者の状況を理解し共有する取組は、月一度のケース会議で行っている。
　聴覚障害や視覚障害のある利用者にコミュニケーションや移動等での配慮を行っているが、利用者一人ひとりへの合理的配慮が必要な
際は、アセスメントや個別支援計画に盛り込むことが求められる。

A-１-(2)　権利擁護
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A6 ｂ

A7 ｂ

第三者評価結果

A8 ｂ

第三者評価結果

A9 ｂ

第三者評価結果

A10 ｂ

Ａ-２-(3)-①　利用者の快適性と安心・安全に配慮した生活環境が確保されている。

＜コメント９＞
　利用者の快適性と安心・安全に配慮した生活環境が確保されているが、十分ではない。
　利用者の作業・活動環境は、クリーニング部門、部品組立部門、パン製造部門で設定されている。一番広いホールが、タオルたたみ等の
各種作業、食事、休憩の場所となっている。各所に手すり ・スロープの設置、視覚・聴覚障害者の避難路の整備・確保を行っている。トイレ
には洗浄便座が設置されている。生活環境に関する利用者の意向は、自治会役員会、総会で意見を聞き検討する場が設けられている。
　建築から30年が経過し、利用者のニーズやプライバシーの捉え方が変化する状況で、一時的に落ち着ける空間や体調不良時に安静を確
保する環境の整備が求められる。
  

A-２-(4) 　機能訓練・生活訓練

Ａ-２-(4)-①　利用者の心身の状況に応じた機能訓練・生活訓練を行っている。

＜コメント10＞
　利用者の心身の状況に応じた機能訓練・生活訓練を行っているが、十分ではない。
　機能訓練・生活訓練は、専門職の助言・指導は得ていないが、利用者の障害の状況に応じて、日々の作業や活動を通して行っている。利
用者には、本人の意向で別な事業所で機能訓練を行い他機関と連携している。
　アセスメントと個別支援計画の内容が、就労に関する項目に重点がおかれているが、他のアセスメント項目も精査し、利用者一人ひとりの
機能訓練・生活訓練を設定することが期待される。

＜コメント７＞
　利用者の障害の状況に応じた支援を行っているが、十分ではない。
　利用者の障害の状況は、内部研修や外部研修で知識の習得を行っている。一人ひとりの利用者の障害による行動や生活の状況などを
把握し、職員間で支援方法等の検討は、毎月のケース会議で行っている。
　利用者の不適応行動や利用者間のトラブル等の調整は、食事の席替え・送迎車両内の座席配慮等で対応している。
　利用者の不適応行動や行動障害の対応において、事業所の基本的な考え方や手順を整備する必要がある。さらに、行動抑制が必要と
なる際は、事業所の権利擁護に関する規程類を整備することが求められる。

A-２-(2)　日常的な生活支援

Ａ-２-(2)-①　個別支援計画にもとづく日常的な生活支援を行っている。

＜コメント８＞
　個別支援計画にもとづく日常的な生活支援を行っているが、十分ではない。
　事業所では、給食の提供は行っていない。弁当持参や外部から有料で昼食を注文する仕組みになっている。移動や移乗の支援では、一
人ひとりの障害の状況に応じて、送迎車の乗降、作業時の移動を個別に行っている。
　アセスメントと個別支援計画の内容が、就労に関する項目に重点がおかれているが、スマートフォンを使用している利用者が散見されるこ
とから、他のアセスメント項目も精査し、利用者一人ひとりの日常生活の生活支援を把握し、設定することが期待される。

A-２-(3)　生活環境

Ａ-２-(1)-④　個別支援計画にもとづく日中活動と利用支援等を行っている。

＜コメント６＞
　個別支援計画にもとづく日中活動と利用支援等を行っているが、十分ではない。
　利用者の意向にもとづく余暇やレクリエーションの取り組みは、自治会定例役員等で話し合い「食事会」「買物ツアー」等の行事を行ってい
る。事業所として定型的なメニューやプログラムは設定せずに、利用者が求めている工賃確保を優先する作業に留まっている。
　アセスメントと個別支援計画の内容が、就労に関する項目に重点がおかれているが、個々の利用者の他のアセスメント項目も精査し、事
業所として日中活動の多様化を図ることが期待される。

Ａ-２-(1)-⑤　利用者の障害の状況に応じた適切な支援を行っている。
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第三者評価結果

A11 ｂ

A12 ｃ

第三者評価結果

A13 ｂ

第三者評価結果

A14 ｂ

第三者評価結果

A15 ｂ

Ａ-２-(7)-①　利用者の希望と意向を尊重した地域生活への移行や地域生活のための支
援を行っている。

＜コメント14＞
　利用者の希望と意向を尊重した地域生活への移行や地域生活のための支援を行っているが、十分ではない。
　地域生活に必要な社会資源に関する学習・体験の機会として、グループホームの体験利用を実施している。利用者の状況に応じて、日常
生活自立支援事業を通して市社会福祉協議会と連携している。
　アセスメントと個別支援計画の内容が、就労に関する項目に重点がおかれているが、個々の利用者の地域生活のセスメント内容を精査
し、個別支援計画に設定することが望まれる。

A-２-(8)　家族等との連携・交流と家族支援

Ａ-２-(8)-①　利用者の家族等との連携・交流と家族支援を行っている。

＜コメント15＞
　利用者の家族等との連携・交流と家族支援を行っているが、十分ではない。
　事業所で家族会等のセルフヘルプ的な組織は設定していないが、家族等との連携、意見交換、報告、意向確認は利用者の送迎の機会を
通して日々の業務の中で行っている。朝の職員ミーティング時に家族等の状況変化について情報共有を行っている 。利用者の緊急時の連
絡先一覧を複数箇所控え整備し、不測の事態に対応している。
　事業所としての家族に関する基本的な考え方を整備し、個々の利用者の家族支援のアセスメント内容を精査し、個別支援に設定すること
が望まれる。

＜コメント12＞
　医療的な支援が適切な手順と安全管理体制のもとに提供されていない。
　医療的な施設の関わりとして、糖尿病や高血圧等の利用者の通院送迎における支援を行っている。昼食場面においての食事支援を個々
に利用者に応じてアドバイスしている。
　事業所では具体的な医療的支援は実施せず、利用者の自己管理を基本としている。昼食時に服薬等が必要な利用者もいることから、事
業所の医療的な支援の基本的な考え方、安全管理体制を整備することが求められる。

A-２-(6)　社会参加、学習支援

Ａ-２-(6)-①　利用者の希望と意向を尊重した社会参加や学習のための支援を行ってい
る。

＜コメント13＞
　利用者の希望と意向を尊重した社会参加や学習のための支援を行っているが、十分ではない。
　利用者の社会参加や学習の機会の支援は、自治会での「食事会」「バスハイク」等の行事を通して、社会参加や学習の意欲を高めるため
の支援を行っている。事業所として職場見学会や学習の機会に関わる掲示物を随時示しているが、利用者が求めている工賃確保を優先す
る作業に留まっている。
　アセスメントと個別支援計画の内容が、就労に関する項目に重点がおかれているが、個々の利用者の社会参加・学習のアセスメント内容
を精査し、個別支援計画に設定することが望まれる。

A-２-(7)　地域生活への移行と地域生活の支援

A-２-(5)　健康管理・医療的な支援

Ａ-２-(5)-①　利用者の健康状態の把握と体調変化時の迅速な対応等を適切に行ってい
る。

＜コメント11＞
　利用者の健康状態の把握と体調変化時の迅速な対応等を行っているが、十分ではない。
　利用者の健康状態の把握は、毎日の検温、月一回の血圧・体重測定を行っている。事業所での健康診断は年に一度実施し、診断結果を
利用者個々に伝えている。要精密検査、要治療の利用者には、本人及び家族、相談支援センターに伝え、通院するようにお伝えしている。
パン製造部門では、爪チェックも行っている。
　利用者の家族が感染症に罹患した際の対応等、健康管理に関する事業所の基本的な考え方、利用者の体調が急変した際の迅速な対応
のためのマニュアルや手順を整備することが求められる。

Ａ-２-(5)-②　医療的な支援が適切な手順と安全管理体制のもとに提供されている。
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第三者評価結果

A16 非該当

第三者評価結果

A17 ａ

A18 ｂ

A19 ｂＡ-４-(1)-③　職場開拓と就職活動の支援、定着支援等の取組や工夫を行っている。

＜コメント19＞
　職場開拓と就職活動の支援、定着支援等の取組や工夫を行っているが、十分でない。
　障害者就業・生活支援センターに登録している利用者が多数いることから、定期的に情報交換を行っている。一般就労に向けた取組は、
地域の水産加工関係の求人はあるが、利用者の希望する就業先が少なく、ここ数年一般就労に至った利用者はいない。就職相談会等が
開催される時には、職員回覧で周知し、利用者にはポスター等ホールに掲示し、朝礼終礼で周知している。
　利用者個々のアセスメントを通して、障害特性に沿った職場開拓と就職活動の一層の工夫と支援が期待される。

A-４-(1)　就労支援

Ａ-４-(1)-①　利用者の働く力や可能性を尊重した就労支援を行っている。

＜コメント17＞
　利用者の働く力や可能性を尊重した就労支援を行っている。
　利用者の就労・活動内容は、クリーニング部門、部品組立部門、パン製造部門に設定されている。事業所を利用契約する際に、利用者の
意向を確認し希望の部門での活動を設定している。
　利用者個々のアセスメントと個別支援計画の内容が、就労に関する項目に重点がおかれている。利用者の障害特性に合わせて、作業機
材（滑らないシート等）の活用をしている。多様な障害特性の利用者が就労・活動する中で、利用者間の人間関係に配慮した細やかな支援
を行っている。

Ａ-４-(1)-②　利用者に応じて適切な仕事内容等となるように取組と配慮を行っている。

＜コメント18＞
　利用者に応じて適切な仕事内容等となるように取組と配慮を行っているが、十分ではない。
　事業所を利用契約する際に、利用者の意向を確認し希望の部門での活動を基本に設定している。利用者個々のアセスメントと個別支援
計画の内容が、就労に関する項目に重点がおかれて、工賃・賃金目標が具体的に設定されている。事業所の平均工賃は、岩手県内のB型
事業所の平均と比べて倍の実績であり、利用者の中には３倍の工賃を得ている利用者もいる。
　毎朝の各部門作業ミーティングで、当日の作業内容と数量や納品期日等を利用者と共有しているが、作業計画の作成までには至ってい
ない。
　利用契約に工賃支払いが規定されているが、細かな計算方法等をわかりやすく公開し、同意を得たうえで適切に支払われることが求めら
れる。

A-３-(1)　発達支援

Ａ-３-(1)-①　子どもの障害の状況や発達過程等に応じた発達支援を行っている。

＜コメント16＞

Ａ-３  発達支援

Ａ-４  就労支援
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